
様式第 5号の 2(第 5条関係)

支 出 明 細 書

( 調 査 研 究 費 )

(注) 1調査1枚作成する。

調 査 目 的 ① 中山間地農業の維持発展について

調 査 地 東京都千代田区永田町2-1-2 衆議院第2議員会館 第8会議室

調 査 年 月 日
平成31年 2月 19日～ 平成31年 2月 20日

(宿泊の有無 ○有・無)

調 査 結 果

農林水産省農村振興局農村政策部地域振興課課長補佐の中村康明氏及

び、農林水産省生産局地域対策官付茶業振興推進班課長補佐の山平諭氏

より、中山間地農業の維持発展に関して説明を受けた。中山間地域は我

国の農業・農村の中で重要な役割を果たしているものの、高齢化や人口

減少の状況の中で、荒廃地が著明になっている状況。国としては、中山

間地域の活性化に関する施策として、地域コミュニティ活性化施策や都

市農村交流施策、鳥獣被害防止対策を推進されている状況。これらの施

策を活用した事例も紹介され、中山間地域を元気にする施策展開が学べ

た。

経 費 明 細 書

旅 費 ４７，９２０円

そ の 他

合 計 ４７，９２０円



様式第 5号の 2(第 5条関係)

支 出 明 細 書

( 調 査 研 究 費 )

(注) 1調査1枚作成する。

調 査 目 的 ②棚田振興法案（仮称）について

調 査 地 東京都千代田区永田町2-1-2 衆議院第2議員会館 第8会議室

調 査 年 月 日
平成31年 2月 19日～ 平成31年 2月 20日

(宿泊の有無 ○有・無)

調 査 結 果

衆議院法制局第４部部長の飯野伸夫氏、調査主幹の笠松珠美氏、農林

水産省農村振興局地域振興課課長、黒田裕一氏より、棚田振興法案（仮

称）に関しての説明を受けた。今国会で審議される、棚田振興法案（仮

称）は、今まで各府省に各々にあった棚田に対しての取組み施策を、棚

田コンシェルジュ（仮称）が介在すること、また、各府省に連絡会議を

設置することで、棚田に対しての取り組みを行う地域とのマッチングが

できやすくなり、地域全体を支えまた、支援していく法案という事を学

び、市内にも多くみられる棚田について今後の制度活用の検討などに向

け、参考になった。

経 費 明 細 書

旅 費

そ の 他

合 計 ① と同じ



様式第 5号の 2(第 5条関係)

支 出 明 細 書

( 調 査 研 究 費 )

(注) 1調査1枚作成する。

調 査 目 的 ③子ども・子育て支援制度無償化について

調 査 地 東京都千代田区永田町2-1-2 衆議院第2議員会館 第8会議室

調 査 年 月 日
平成31年 2月 19日～ 平成31年 2月 20日

(宿泊の有無 ○有・無)

調 査 結 果

内閣府子ども・子育て本部参事官（子ども・子育て支援担当付）の中

村健太郎氏、厚生労働省子ども家庭局保育課企画調整係の大島史也氏よ

り、今年10月より開始される子ども・子育て支援制度無償化について説

明を受けた。幼児教育無償化の趣旨としては、幼児教育の経済的な負担

の軽減を図り、少子化対策を行うという点と、3歳～5歳の就学前児童の

人格形成の基礎を養う幼児教育の重要性という点がある。基本的に3歳

から5歳までは、幼稚園、保育所、認定こども園などの利用料を無償化

し、0歳から2歳までの子どもについては、住民税非課税世帯を対象に無

料化となる。認可外保育施設などに関しては、都道府県に届け出を行

い、国が定める認可外保育施設の基準を満たすことが必要であり、5年

間の猶予期間が設けられる。その後も、都道府県の指導監督の充実を図

り室の確保や充実に取り組まれる。制度のスムーズな開始がなされるよ

う十分な周知に取り組まれたい。

経 費 明 細 書

旅 費

そ の 他

合 計 ① と同じ




